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治
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五
年
三
月
三
十
一
日
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行
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機
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の
休
日
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刊
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省

令

住
居
表
示
に
関
す
る
法

律
（
昭
和
三
十
七
年
法

律
第
百
十
九
号
）

第
九
条
第
一
項

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

目

次

平成™™年š月™š日 火曜日 第œ™��号官 報

〇
財
務
省
令
第
九
号

特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
二
十

三
号
）
附
則
第
三
十
六
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に
同

法
附
則
第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
二
項
及
び
第
五
項
の
規

定
を
実
施
す
る
た
め
、
特
別
保
健
福
祉
事
業
資
金
事
務
取

扱
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め

る
。平

成
二
十
二
年
三
月
二
十
三
日

財
務
大
臣

菅

人

特
別
保
健
福
祉
事
業
資
金
事
務
取
扱
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

特
別
保
健
福
祉
事
業
資
金
事
務
取
扱
規
則
（
平
成
二
年

大
蔵
省
令
第
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
中
「
並
び
に
法
附
則
第
三
十
七
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
る
組
入
金
」
を
「
、
法
附
則
第
三
十
七
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
組
入
金
並
び
に
財
政
融
資
資
金
預
託
金
取

扱
規
則
（
昭
和
二
十
六
年
大
蔵
省
令
第
二
十
九
号
）
第
二

十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
返
納
金
」
に
改
め
る
。

〇
総
務
省
令
第
二
十
一
号

行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関

す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
第
六
条

第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
及
び
関
係
法
令
を
実
施
す
る

た
め
、
総
務
省
関
係
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る

情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
三
月
二
十
三
日

総
務
大
臣

原
口

一
博

総
務
省
関
係
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る

情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
施
行
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

総
務
省
関
係
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報

通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
十

五
年
総
務
省
令
第
四
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

別
表
消
防
団
員
等
公
務
災
害
補
償
等
責
任
共
済
等
に
関

す
る
法
律
（
昭
和
三
十
一
年
法
律
第
百
七
号
）
の
項
の
次

に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。
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〔
省

令
〕

〇
総
務
省
関
係
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に

お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す

る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
総
務
二
一
）

J

〇
特
別
保
健
福
祉
事
業
資
金
事
務
取
扱
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
財
務
九
）

〇
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保

及
び
派
遣
労
働
者
の
就
業
条
件
の
整
備
等

に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
二
条
第
二
項
の

市
町
村
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
厚
生
労
働
二
九
）

K

〇
指
定
漁
業
の
許
可
及
び
取
締
り
等
に
関
す

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
農
林
水
産
二
〇
）

〇
道
路
運
送
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
国
土
交
通
四
）

〔
告

示
〕

〇
町
村
の
廃
置
分
合
の
件
（
総
務
九
〇
）

K

〇
除
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

（
法
務
一
四
五
、
一
四
六
、
一
四
九
）

〇
原
戸
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

（
同
一
四
七
）

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
同
一
四
八
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
一
五
〇
）

L

〇
円
借
款
の
供
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と

ベ
ト
ナ
ム
社
会
主
義
共
和
国
政
府
と
の
間

の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

（
外
務
一
〇
八
）

M

〇
薬
事
法
第
七
十
七
条
の
二
第
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
、
希
少
疾
病
用
医
療
機
器
を
指

定
し
た
件
（
厚
生
労
働
九
九
）

N

〇
平
成
二
十
一
年
度
に
お
け
る
後
期
高
齢
者

医
療
の
調
整
交
付
金
の
交
付
額
の
算
定
に

関
す
る
省
令
第
四
条
第
三
項
及
び
第
五
条

第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣

が
定
め
る
補
正
係
数
及
び
一
人
平
均
所
得

額
を
定
め
る
件
（
同
一
〇
〇
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
四
七
八
、
四
七
九
）

〇
中
小
企
業
信
用
保
険
法
第
二
条
第
四
項
第

一
号
の
事
業
者
を
指
定
す
る
件

（
経
済
産
業
五
八
）

〇
土
地
区
画
整
理
事
業
の
事
業
計
画
の
変
更

を
認
可
し
た
件
（
国
土
交
通
二
〇
八
）

O

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
と
と

も
に
、
直
轄
砂
防
工
事
を
施
行
す
る
件

（
同
二
〇
九
）

〇
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
等
を
実
施
す
る

件
（
防
衛
五
七
〜
五
九
）

R

〔
国
会
事
項
〕

R

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

争
議
行
為
の
通
知
の
公
表
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

J
I

労
働
保
険
審
査
官
及
び
労
働
保
険
審
査
会
法

第
五
条
の
規
定
に
基
づ
く
関
係
事
業
主
を
代

表
す
る
者
の
候
補
者
の
推
薦
に
つ
い
て（
同
）

最
低
工
賃
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
山
梨
労
働
局
最
低
工
賃
公
示
一
）

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

国
土
調
査
の
成
果
の
認
証
の
公
告

（
国
土
交
通
省
）

J
I

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
土
地
家
屋
調
査
士
懲
戒
処
分
関
係

J
J

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
破
産
、
特
別
清
算
、
再
生

関
係

地
方
公
共
団
体

公
債
償
還
（
東
京
都
区
）
関
係

L
I

会
社
そ
の
他

˜
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